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Ⅰ は じ め に
　チェンバース（R. J. Chambers）は，売却時価
会計を提唱した会計学者1）である．ここでいう売
却時価会計とは，すべての資産および負債を現在
の売却時価（exit value）によって測定する会計で
ある．彼は20世紀を代表する会計学者の 1 人とし
て評価されており，著名な会計学者を紹介する文
献（Clarke and Dean［1996］，Gaffikin［2014］な
ど）において取りあげられている．彼は100以上の
論考を残しており，非常に多産な会計学者である．
　チェンバースの会計理論は，Continuously 
Contemporary Accounting2）（継続時価会計，以下，
CoCoA とする）とよばれている．CoCoA は，実
体がもつ資産および負債を現在の貨幣等価額で表
そうとする会計理論である．売却時価会計として
のCoCoAは，1966年の著書Accounting, Evaluation 
and Economic Behavior（以下，Chambers［1966］
とする）において，体系的な会計理論として示さ
れた．
　チェンバースは科学的方法論を適用してCoCoA
の理論体系を構築しており，その論理展開は非常
に綿密かつ特徴的なものである．彼は実務におけ
る発展と改善を導くような思考体系となれる理論の
構築を目指しており，そのためには科学的方法論
に基づいて理論構築をしなければならないと考え
ていた．Chambers［1966］は，命題（propositions）
を現実世界の人間から株式会社に関するものまで，
段階的に導出していくことで理論を展開している
ところが特徴的である．当時主流であった帰納法
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による会計理論構築ではなく，仮説演繹法により
会計理論を構築したのである．そのようにして構
築された Chanbers［1966］について，彼は自ら
「本書の思考体系は論理的体系である」（Chambers
［1966］ p.17）と評している．
　Chambers［1966］で示されたCoCoAの理論は，
チェンバースが1950年代から抱いていた考えの集
大成である．彼は1955年の論文”Blueprint for a 
Theory for Accounting”（以下，青写真とする）に
おいて，会計理論構築にあたっての問題意識を述
べ，会計理論の構想として，会計理論にとって必
要な前提となる 4 つの命題を示した．その後，青
写真の構想に基づいた会計理論の構築を一貫して
行ってきた．その成果こそが，Chambers［1966］
におけるCoCoAなのである．1955年の青写真の時
点では 4 つを示すにとどまっていた命題は，
Chambers［1966］に至るまでに427まで増加して
おり，大きく発展していることがわかる．
　本稿の目的は，Chambers［1966］の命題体系を
詳細に取りあげることで，CoCoAを導出する論理
展開を明らかにし，その妥当性と意義を示すこと
である．Chambers［1966］では，427もの命題群
によってCoCoAが主張されているので，重要な部
分を抜き出してそれらを整理することで，その論
理体系を浮かび上がらせたい．
　チェンバース学説を取りあげた先行研究の多く
は，CoCoAの計算構造に着目したものであり，そ
の命題体系や論理展開に着目したものはほとんど
ない．CoCoA の論理展開に着目した先行研究で，
青写真からCoCoAに至るまでの流れをふまえたも
のは，筆者の知る限りでは，小野［1966］［1967a］
［1967b］，前田［1970］，Gaffikin［2014］のみであ
る．これらの研究では，特にチェンバースの方法
論的側面に焦点をあてている．本稿では，青写真
との関係をふまえた上で，Chambers［1966］にお
けるCoCoAの命題体系を取りあげ，その命題体系
および論理展開を明らかにすることを試みる．
　本稿ではまず，彼が主張する CoCoA について，
青写真との関係と，その命題体系の全体構造を概
観する．次に，CoCoAの核となる命題群を整理す
る．そして，それらの命題群が，どのような論理
により導出され，構成されているのかを明らかに
する．最後に，CoCoAを主張する論理と導出過程
をふまえて，その有用性と現代的意義を述べる．
Ⅱ Chambers［1966］の構成
　本章では，Chambers［1966］の構成について，
その全体像を確認する．Chambers［1966］の諸章
を目次から箇条書きで引用すると，次のようにな
る（Chambers［1966］ pp.ix-xii）．
　　Introduction
1 ．Individual Thought and Action
2 ．Ends and Means
3 ．The Environment of Action
4 ．Monetary Calculation
5 ．Financial Position
6 ．The Formal Framework of Accounting
7 ．Information and Information Processing
8 ．Communication
9 ．Trading Ventures
10．Accounting for Trading Ventures
11．Corporate Business
12． Financial Communication within 
Organizations
13．Service and Governmental Organizations
14． A Theory of the Development of Accounting 
Practices Epilogue
　Chambers［1966］は，このように全14章で構成
されており，それぞれの章ごとに命題群が提示さ
れている．チェンバースによれば，それらの命題
には仮定と公準（assumptions and postulates），定
義（definition），結論（inferences）の 3 種類があ
り，それぞれの命題に付された番号と参照番号に
より命題同士の導出関係が示されている
（Chambers ［1966］ pp.16－17）．仮定，公準，定義
は基礎的前提であるといえる．
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　筆者の考えでは，これらの諸章は内容からみて
大きく 5 つに分けることができる．その内訳は，
① 会 計 理 論 構 築 の 方 法 論 に 関 す る 章
（Introduction），②チェンバースが現実世界の観察
から導出した基礎的前提に関する章（1.，2.，3.，
4.），③基礎的前提から導出した会計理論に関する
章（5.，6.，7.，8.，9.，10.），④会計理論の個別実
体への適用に関する章（11.，12.，13.），⑤一般理
論として会計理論を展開する方向性に関する章
（14., Epilogue）の 5 つである．
　チェンバースは，科学的方法論である仮説演繹
法により理論構築を行っている．仮説演繹法は科
学的な理論を構築するための方法論であり，帰納
法と演繹法を組み合わせて用いるものである．仮
説演繹法による科学的理論の構築は，「⑴仮説の設
定．⑵その仮説より実験観察の可能な命題の演繹．
⑶その命題の実験観察によるテスト．⑷その結果
が満足なものであれば，さきの仮説の受容．ただ
しその結果が不満足なものであれば，さきの仮説
は修正または破棄される．」（林，他［1971］ p.240）
という流れで行われる．
　Chambers ［1966］の内容と仮説演繹法との関係
について，筆者は次のように考えている．①で仮
説演繹法の適用に関する内容が示され，②で観察
から得た前提が示され，③で②より導出した実験
観察が可能な仮説が示され，④で個別の実体の検
討がなされている．すなわち，命題体系のうち核
となる部分は，②および③であるということがで
きる．そこで本稿では，命題体系の構造および展
開に焦点をあてるので，仮説演繹法の適用につい
て述べた①をふまえ，CoCoAの核と考えられる②
および③を中心として取りあげることとする．
　本稿では，チェンバースが示した命題群の中で
も，命題体系および論理展開において筆者が比較
的重要であると判断したものを取りあげる．筆者
が数えたところ命題は全部で427個あり，紙幅の都
合上，そのすべてを取りあげることはできないた
めである．以下，命題を引用する場合は，命題番
号も含めて引用している．
Ⅲ 会計理論構築の構想と方法論
　本章では，青写真の内容および仮説演繹法につ
いて概観する．
1 　青写真における問題意識と理論の構想
　CoCoA は Chambers［1966］において一旦の完
成をみるが，その構想は1955年の青写真において
示されていた．Chambers［1966］の序文では，青
写真が「研究の方向を示した最初の文献である」
（Chambers［1966］ p.vii）と位置付けられている．
青写真では，問題意識と目指す理論の構想が示さ
れている．
　チェンバースは，当時の会計理論は実務の発展
や改善に役立たないものであると考え，新たな会
計理論の必要性を感じていた．当時の会計理論と
よばれていたものは，実務を帰納法により分類し
記述したものばかりであり，実務の参照基準とし
て役立つような思考体系ではなかったからである．
そこで彼は，会計理論を構成する概念同士が体系
的かつ整合的に結びつき，全体として実務に対す
る規範となるような理論の構築を目指した．それ
は現在の会計実務に不足しているものを発見し，
それを解決する手段の考案に役立つような理論で
ある．
　そのような理論を構築するためにチェンバース
が用いた科学的方法論が，上述した仮説演繹法で
ある．彼は会計理論構築にあたり，その基礎的前
提を既存の会計理論や実務の参照ではなく，現実
世界の観察によって見出している．青写真では，
会計理論の基礎的前提となる次の 4 つの命題が示
されている（Chambers［1955］ p.19）．
⒜ 　特定の組織化された活動は，利害関係者
の意思，もしくは利害関係者の協力によっ
て存在する実体により実行される．
⒝ 　これらの実体は，利害関係者の要求を効
224
率的に満たすという視点から，合理的に経
営される．
⒞ 　取引や実体の関係を貨幣で表示した計算
書は，合理的な経営を促進する 1 つの手段
になるものである．
⒟ 　計算書による適切な財務情報の提供は，
サービス機能である．
　このような青写真における構想は，チェンバー
スが会計理論構築において一貫して持ち続けた考
えである．すなわち彼の会計理論は，これらの基
礎的前提から展開されているといえる．彼は青写
真以降に複数の論考を発表し，その集大成として，
Chambers［1966］において CoCoA の理論を完成
させることになる．
2 　Chambers［1966］における方法論
　Chambers［1966］では，Introductionの pp.6－ 8
において，仮説演繹法の考え方が述べられている．
チェンバースはその方法を構成的方法（The 
Method of Construction）と表現しているが，本
稿では引き続き，仮説演繹法とよぶこととする．
　仮説演繹法は，経験的事象の観察が基礎となる
方法論である．チェンバースによれば，「この方法
論は，何らかの形で経験的世界全体に広がってい
る，何らかの類似性をもつ対象，事象，もしくは
操作の集合があることの観察から出発する」
（Chambers ［1966］ p.6）という．たとえば会計で
は，多種多様な貨幣計算についての観察から，下
位集合である会計業務に至るまで，ある概念がど
こでどのようにして，どのような条件のもとで生
じるのかを発見する試みがなされる（Chambers
［1966］ p.6）．
　そのような観察の進展によって明らかになった
事実に説明が与えられることで，経験的世界にお
ける会計の役割およびあり方について，推測
（conjecture）が可能となる．その推測は，会計が
ある形態のシステムの一部であるというものであ
る．会計は人間が考案したものであることから，
人間の行動との関連において，システムにおいて
会計が果たす機能が推測されることになる．その
ような推測の答えとして，ある特定のシステムの
中で会計と人間の活動とが体系的に結びついてい
る様を表す多数の命題を，こちらもまた経験世界
の観察から得る．そうして得られた命題体系によ
り，経験世界における特定のシステムで必要とさ
れる機能を果たすような種類の会計が，どのよう
なものであるのかが特定されることになる．その
命題体系は体系的なものであり，相互に矛盾する
ような命題は含まれない．経験世界から導出され
たそれらの命題は，一連の推測もしくは仮説から
導出されているので，全体として 1 つの理論体系
を構成することになる（Chambers［1966］pp.6－7）．
　そのような命題体系が理論として確立するため
には，検証が必要となる．検証によって，その理
論が有効であり，特定の機能を果たすことが論証
されるのである．具体的には，まず理論から，生
じうるすべての結論を演繹的に導出する．そして，
そうして得られた論理的な結論のうち，もし特定
の機能を果たすために最も満足のいく方法を表す
ものがあれば，それは経験的事象を表すものであ
るといえる．すなわち，得られた論理的な結論が，
要求される特定の機能をどの程度果たすことがで
きるのかによって，その理論を将来の信念や行動
の基礎として受け入れるか，それとも修正もしく
は破棄することになるのである（Chambers ［1966］ 
p.7）．
　Chambers［1966］では，このような仮説演繹法
を用いて理論構築が行われる．チェンバースは，
この方法論は思考力のある人が問題解決に用いる
方法と多くの点で同一視することができることか
ら，方法論的側面において反論の余地はないとし
ている（Chambers［1966］ pp.7－ 8 ）．
Ⅳ 継続時価会計の基礎的前提
　本章では，Chambers［1966］における1. から
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4. に至るまでの命題体系について概観する．
1 　人間と最適適応
　チェンバースによれば，会計は行動そのものと
は何のかかわりももたないものであり，あくまでそ
の行動の基礎となる情報を対象とするものである．
すなわち，行動者が欲する情報を提供するシステ
ムが会計なのである（Chambers［1966］ p.15）．そ
して，Chambers［1966］では，行動者の性質につ
いて詳細に検討するところから議論が展開される．
　行動者とは，すなわち人間である．この人間が
行動者として行動することになるのであるから，
まず人間について考察するところから始めるのは
当然であるといえる．チェンバースは人間につい
て，「人間 1 人 1 人が複雑な有機体である」
（Chambers［1966］ p.19）というところから考察を
はじめる．
　チェンバースによれば，有機体としての人間は，
「自身の状態および環境が自身に与える影響を感覚
する力をもち，自身の状態を変化させ環境が自身
に与える影響を調整する力をもち，ものを識別し，
学習し，判断し，さらにそれらに応じて意識的に
感覚器官および運動器官の方向を決める力をもっ
ている」（Chambers［1966］ pp.19－20）という．す
なわち，自身および周囲の情報を得て，それを活
用して意識的に行動を決定することができるのが
人間であるというのである．これにより，人間は
自己を環境に適応させ，生存を確保することにな
る．命題では，1.11から1.18の 8 命題において，も
のを感覚し区別する力をもつ人間について，感覚
力，観察力，経験，記憶，知識，知覚，行動力，
時間といったものには限界があるということが示
されている．
　人間がこのようにして意識的に行動の方向を決
めて達しようとするのが，適応状態である．この
適応状態という考えは，CoCoAにおいて土台とな
る概念である．ここでいう適応状態とは，緊張の
ない状態であるとされる．そこで行動の目的とな
るのが，大きな緊張状態あるいは不安の状態を，
より小さい緊張状態またはより小さい不安の状態
にすることである（Chambers［1966］ p.21）．そし
て，適応状態から発展して，チェンバースは最適
適応（optimal adaption）という概念をあげている．
最適適応とは，行動がむけられる好ましい状態の
ことであり，満足を得ることで他の新たな目的を
追求できるようになるような状態3）のことである
（Chambers［1966］ p.44）．命題では，「1.22緊張の
ない好ましい状態がある；緊張が少ない方が多い
よりも好ましい」「1.24人間は恒常性システムであ
る；行動の目的は緊張の緩和であり，緊張のない
好ましい状態の達成である」（Chambers［1966］ 
p.37）というものから，「2.30行動は，最小の犠牲
で最大の満足を生む，もしくは犠牲により最大の
満足を生むと期待されるように行われる．そのよ
うな状況は，最適適応と表現されるだろう」
（Chambers［1966］ p.56）というものへ展開されて
いる．
　上述したように，人間は自身の状態および環境
が自身に与える影響を感覚する力をもつ．これは，
周囲から情報を得る力をもつことであるといえる．
この情報をもとにして思考し，人間は適応状態に
達するべく，行動の方向を決定する4）ことになる．
すなわち，適応状態に達するよう行動するために
は，それに資する情報が必要不可欠なのである．
　行動の方向を決定するにあたり，比較と選択を
しなければならないことがある．一口に緊張のな
い状態といっても，人間は複数の緊張を同時に経
験することもあるので，その場合は緊張の数だけ
多数の目的が生じることになる．そこで，比較に
より順序付けを行わなければ，どの緊張を取り除
くかを決定することができない．現実には，行動
をするためには時間およびエネルギー，場合によ
っては他のものを犠牲5）にする必要があるために，
すべての緊張を取り除くことができるとは限らな
いのである（Chambers［1966］ p.41）．命題では，
「2.12人はどんな時でも複数の目的をもつことがで
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きる」（Chambers［1966］ p.54）とした上で，「2.13
競合する目的は，それらの目的が望まれる強さに
よって注意の順位付けがなされる」（Chambers
［1966］ p.56）と述べている．そして，「2.22すべて
の行動は他の行動を据え置きにする；限られた手
段の利用は他の利用を阻害する」ものであり，
「2.23すべての行動には犠牲もしくはコストが伴う」
ので，「2.26すべての行動には選択が伴う」ことに
なる（Chambers［1966］ p.56）．
　選択をするためには，必然的に，自分の現在の
状態を知っておかなければならない．現在よりも
よい状態を目指して行動するのだから，現在の状
態がわからなければよりよい状態がどのような状
態か判断できず，どの方向に向けて行動すべきか
を考えることができないからである．この場合で
あれば，行動者の現在の状態および行動者のもつ
手段6）についての知識がなければ，選択をするこ
とができない（Chambers［1966］ p.44）．したがっ
て，「あらゆる状況において最も普遍的に有用な情
報は，現在の状況についての情報である」
（Chambers［1966］ p.44）といえる．命題では，
「2.28選択には評価が伴う」ものであり，「2.29満足
と犠牲（他の満足の放棄）は，現在の緊張状態と
利用できる手段に照らして評価される」としてい
る（Chambers［1966］ p.56）．
　最適適応に達することを目指すにあたり，行動
者が自身の状態を知ることが必要不可欠である．
しかし，それによって選択されるあらゆる行動が，
将来的に最適適応に達するとは限らない．そこで，
ある行動が続く期間について，行動者の状態およ
び行動により得られた結果を評価することが必要
となる．行動者の状態を，行動の期間にわたって
比較することで，変化した状態に応じて，再び行
動の選択をすることが可能となるのである
（Chambers［1966］ p.53）．これを命題では，「2.73
適応の過程は次の定期的な評価が必要である；あ
る人の現在のストック；現在のストックに至るま
での過去のストックの過程；予期された行動およ
び結果と，達成された行動および結果の間の関係」
（Chambers［1966］ p.58）と表現している．
2 　現在現金等価額
　行動者が最適適応に達するためには，行動者自
身についての情報が必要である．ここで，その情
報はどのような内容であるべきかを考えるにあた
り，行動者を取り巻く環境について考察しなけれ
ばならない．
　現実世界では，人間は集団で社会的生活を営ん
でいる．個人で目的を追求するよりは，個人個人
が得意分野を持ち寄り組み合わせた方が，より効
率的に目的を追求できると考えられるからである．
このように，人間が集団として行う社会的生活の
ことを，チェンバースは協同（cooperation）とよ
んでいる（Chambers［1966］ p.60）．これを命題で
は，「3.21協同とは，同じ種類の行動をまとめたり，
もしくは専門化したりすることによって，個人の
目的を共同で追うことである」（Chambers［1966］ 
p.75）と表現している．そして「3.23協同の動機
は，個人では達成できない目的を達成できる期待
か，もしくは個人では達成度が劣る場合である」
（Chambers［1966］ p.75）とする．
　人間は協同をして生存を確保し，その中で企業，
クラブ，都市，州，国家，労働組合，同業者組合，
政党といった協同体が形成される（Chambers
［1966］ pp.60－61）．そして協同体もまた，最適適
応を目指して行動するものである．なぜなら，協
同体は最適適応を目指す人間の集合によって形成
されるものだからである．
　社会では，個々人の欲するものは多岐に渡る．
そのため，それぞれの人が最適適応を目指して，
自分が作り出したものを自分が欲しいものと市場
を通じて交換する．ここで，財と財の直接交換で
はなく，貨幣7）を媒介とした間接交換とすること
で，交換における煩雑さが軽減される（Chambers
［1966］ pp.64－65, 66－67）．媒介物としての貨幣と
市場はそれぞれ，「3.61交換の媒介物は，他の手段
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との交換のために自由に受け入れることのできる
手段である．貨幣は交換の媒介物である．貨幣に
よって媒介される交換は間接交換である」「3.64市
場とは，交換が生じ，価格が形成され，需要，供
給，価格の情報が売手と買手の間で伝達される過
程である」（Chambers［1966］ p.76）と定義されて
いる．
　上述したように，行動者は選択を行うにあたり，
自分の状態を知っておく必要がある．自分の状態
とは，すなわち自分が現在もっている手段の量の
ことである．市場において，行動者は貨幣を媒介
とした間接的な交換をすることで最適適応に達す
るので，手段とは交換の媒介となる貨幣の量とい
うことになる．そのため，行動者は自分の状態を，
交換の媒介となる貨幣額でもって知っておく必要
がある．ここで，ある時点におけるある行動者の
実体を貨幣額によって表した額のことを，財政状
態（financial position）という（Chambers［1966］ 
p.81）．
　財政状態とは，「ある時点における，ある実体が
交換に従事する能力」（Chambers［1966］ p.81）と
表現することができる．この財政状態を知ってお
くことができれば，自分の現在の状態がどのよう
な経緯でもたらされたのかを知らなくとも，自分
の状態をすぐに発見することができるのである．
財政状態は，「4.22財政状態とは，ある実体がある
時点において，間接交換に参加するための能力を
いう；それは，ある実体が所有している，貨幣属
性で表される手段と債務の間にある関係によって
表現される」（Chambers［1966］ p.101）と定義さ
れている．以下，財政状態を表現する対象となる
行動者のことを，実体と表記する．
　ある時点における財政状態を知っておくことが
できれば，その後，新たな時点における財政状態
を知ることになったとき，過去の行動とその行動
の結果との間の関係を，期間的に確定することが
できる．これにより，貨幣経済における行動者に
ついて，行動により得られた結果を評価すること
ができるようになり，変化した状態に応じて，再
び行動の選択をすることが可能となるのである
（Chambers［1966］ p.82）．
　最適適応に達するために知っておかなければな
らない自身の状態についての情報は，現在の情報，
すなわち現在の価格である．チェンバースによれ
ば，「現在の価格だけが，行動の選択に対してなん
らかのかかわりをもっている」（Chambers［1966］ 
p.91）という．市場における今現在の適応につい
ていえば，将来および過去の価格はかかわりがな
いもの8）なのである．すなわち，「4.23現在の財政
状態は，市場を参照することで客観的に確認可能
であり，あらゆる選択に適合性をもつ」（Chambers
［1966］ p.101）のである．
　ここで市場における現在の価格には，購入価格
（buying price）および売却価格（selling price）の
2 つが存在する．この選択についてチェンバース
は，購入価格または再取得価格（replacement 
price）は，現在保有している額を基礎として，現
在の状態に自身を適応させるという目的のために，
市場に現金を携えていく能力を示すものではない
という（Chambers［1966］ p.92）．これに対して，
売却価格はそれを示すものであるとし，「ある時点
において，市場において可能な将来行動について，
統一的に適合的な唯一の財務属性は，保有する財
の一部またはすべての，市場売却価格または実現
可能価格（realizable price）である．この場合の
実現可能価格は，現在現金等価額（current cash 
equivalent）と表現できる」（Chambers［1966］ 
p.92）と述べている．
　上述したように，最適適応に達するためには，
現在の財政状態に関する情報が必要不可欠である．
この情報によって，行動のための選択が可能となる
のである．そして，財政状態の変動をもとにして
過去の選択および行動を評価し，将来の選択に役
立てることができる．ここで，現在の財政状態に
関する情報を計算9）し整理する体系こそが，会計
なのである（Chambers ［1966］ p.96）．チェンバー
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スは会計を「4.42会計とは，市場における将来行
動のための指標としての継続的な財務情報源の提
供を目的とした，回顧的かつ現在的な貨幣計算の
方法」（Chambers［1966］ p.102）と定義している．
　ここまで，行動者が実体の財政状態を情報とし
て把握することについて述べてきた．一見すると，
実体の外部者，たとえば企業に対する外部の投資
家にとってもそのような情報が有用かどうか不明
であるが，これは外部の投資家にとっても有用な
情報であるといえる．なぜなら，投資家はある 1
つの企業が他の企業と比べてよりよい業績をあげ
る可能性があるかどうかについて知るために，財
務諸表から得られる情報を用いるからである．た
とえば，個々の企業の相対的な市場適応力や，産
業全体の成長が予想されるならばその成長力，ま
た産業全体の収縮が予想されるなら他事業への転
換能力といった情報である．投資家にとっては，
どのような種類の企業であろうと，企業から生み
出されるものは共通して貨幣でしかない．したが
って，実体に関する貨幣の情報が提供される財務
諸表を比較できればよいのである（Chambers
［1966］ p.277）．
　チェンバースは行動者として人間，そして人間
の集合としての協同体の存在を考え，それらは共
通して最適適応を目指すものであるとした．そし
て，最適適応を達成すべく行動するためには，自
身の状態を知る必要があり，市場における行動者
についていえば，貨幣計算による財政状態の把握
が必要となる．そのような情報を計算し整理する
方法が会計であり，会計が提供すべき情報は，実
体の今現在の財政状態を現在現金等価額で示した
ものである．
Ⅴ 継続時価会計の展開
　本章では，Chambers［1966］における5. から
10. に至るまでの命題体系について概観する．
1 　財政状態の変動
　実体の財政状態を明らかにするためには，資産
および負債の現在現金等価額を知る必要がある．
それがわかれば，両者の差額が残余持分の現在現
金等価額になる（Chambers［1966］ p.136）．
　これを等式で表すと，次のようになる．
A＝L＋R
　この等式において，A はすべての資産の貨幣額
による測定値，L はすべての負債の貨幣額による
測定値である．R は（A－L）により算出される，
残余持分の貨幣額による測定値である（Chambers
［1966］ p.109）．
　チェンバースはこの等式をもとに，ある家長10）
（householder）を例として，財政状態の変動を数
式によって説明している．以下，本稿での説明も
それに倣ってまとめることとする（Chambers
［1966］ pp.110－113）．
　ここで考える家長は，個人的用役を売ることに
よってのみ，所得を得るものである．そして，彼
が個人的用役を売ることによって彼の残余持分が
増加するものとし，これ以外の用役はここでは取
り上げないものとする．消費活動が行われれば，
彼の残余持分は減少する．ここで，この個人的用
役には市場が存在せず，価格もまた存在しないも
のとする．
　家長が t 1および t 2の 2 時点間において行った取
引は，個人的用役による賃金の受け取りおよび，
現金による消費財の購入だけであったとする．ま
た，これらの行動において，時間の遅延はないも
のとする．数式を用いて説明するにあたり，便宜
上，記号を次のように定義する．
A：すべての資産の貨幣額による測定値，L：す
べての負債の貨幣額による測定値，R：残余持分
の貨幣額による測定値，I：所得，C：消費，S：
貯蓄（IがCを超える場合に得られる），Mi：所
得 I により受け取る現金，Mc：消費に伴う支出
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C により支払われる現金
　まず，t1時点における家長の財政状態は，次の
等式で表すことができる．
A1＝L1＋R1 （ 1 式）
　（t1，t2）の間に生じる事象は，次の等式で表す
ことができる．
Mi－Mc＝I－C （ 2 式）
　（ 1 式）および（ 2 式）をあわせると，t2時点に
おける財政状態は，次の等式で表すことができる．
A1＋Mi－Mc＝L1＋R1＋I－C （ 3 式）
　（ 3 式）において，Mi および Mc は，現金保有
高の変化であり，（I－ C）＝Sであるため，次の等
式が得られる．
A2＝L1＋（R1＋S） （ 4 式）
　ここで，（R1＋S）は，t2 における家長の残余持
分を表している．ここからわかるのは，資産およ
び負債が同額だけ変動したとしても，残余持分に
は影響がないということである．また，資産が変
動したとしてもこの関係は成立し，その場合は資
産と残余持分が変動することになる．
　ここで，所得 I および消費 C は，損益計算書に
記載されるものである．そこで，損益計算書は残
余持分の変動を表すことがわかる．t1の財政状態
（ 1 式）および，t2における財政状態（ 4 式）から
純変動額を計算すると，次のようになる．
A1－L1＝R1 （ 5 式） 
A2－L1＝R1＋S （ 6 式）
　左辺を純資産と考え，（ 6 式）から（ 5 式）を控
除すると，純資産の変動は S となり，残余持分の
変動分に等しくなる．ここからわかるように，あ
る期間において取引についての詳細な記録がなく
とも，期首および期末の財政状態を得ることによ
り，残余持分の変動を導くことができる．
　財政状態は，選択および行動の基礎となる情報
である．さらにそれに加えて，このように財政状態
の変動を知ることができれば，将来求められる行
動の方法についての手掛かりを得ることができる．
2 　会計記録の必要性
　実体の財政状態は常に変動するものであり，行
動者の満足も常に変化している．それらが常に変
動するということは，行動者は最適適応を常に目
指しているということである．したがって，最適
適応の追求は，継続的な過程を形成することにな
る（Chambers［1966］ p.124）．
　ある行動者が自らの行動を決定するには，自分
を取り巻く要因，自分がもつ手段，自分が行う観
察といった前提となる情報が必要になる．そのよ
うな場合，行動者は自らの記憶を想起することで，
過去の経験に基づくそのような情報を得ることに
なる．しかし，行動者である人間の記憶には限界
があるので，過去の経験が増大するに伴い，記録
によって補う必要が生じる．市場における行動に
照らしていえば，ある実体の資産と負債が多岐に
わたる場合，行動者は直接の観察からそれらを確
定することが難しくなる．そこで過去の取引につ
いての記録があれば，その点を補うことができる
（Chambers［1966］ pp.124－125）．チェンバースは，
「6.14最適適応の確率は，記憶の補助手段としての
形式記録を利用することによって増加する」
（Chambers［1966］ p.138）と述べている．
　記録には同型性が求められる．ある事象もしく
は取引が生じたら，それらが客観的な財政状態に
及ぼした影響の大きさを貨幣額により記録しなけ
ればならない．そして，他の場所や時点において
同様の事象もしくは取引が生じた場合，それらに
よって実体と環境との間に生じた影響を先ほどと
同様に記録する必要がある．これは財政状態が，
ある実体が自身に対して有する状態ではなく，実
体がおかれている環境との関連においてそれが有
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する状態だからである（Chambers［1966］ pp.126
－128）．命題では，「6.21会計システムを構成する
継続財務記録は，もし最適適応の確率を増加させ
る手段として役立てようとするならば，継続実体
の諸関係および物の財務的側面と同型性のあるも
のでなければならない」（Chambers［1966］ p.138）
と表現されている．
　また，記録には等時性が求められる．すべての
事象もしくは取引にとって，それらが生じた時は
非常に重要な要素である．財政状態の変動を事象
もしくは取引を関係づけるために，それらが生じ
るたびに記録を行い，生じた時点を明らかにして
おく必要がある．それにより，ある一定の期間に
結び付けて事象もしくは取引を確定することがで
きる．命題では，「6.22財務的側面をもつ事象およ
び取引のすべての本質は，時間である．したがっ
て，継続財務記録は，もし最適適応の確率を増加
させる手段として役立てようとするならば，その
ような事象および取引と等時性を有するものでな
ければならない」（Chambers［1966］ pp.138－139）
と表現されている．
　このように会計記録の目的は，事象もしくは取
引の財務的側面について，継続的に組織的な記録
を行うことである．そして，それによって，いつ
でも財政状態や過去の財政状態の変動を明らかに
することができる（Chambers［1966］ p.128）．
3 　企業の定義
　チェンバースは実体としての企業を定義し，企
業へ会計の適用を試みている．チェンバースが示
した命題によれば，企業の定義は「9.11企業は，単
位あたりの価格で財やサービスを売買し，徴税以
外の方法でその事業の資金調達に従事している，
適応性のある実体である」（Chambers［1966］ 
p.215）とされている．ここで適応性があるという
のは，次々と変化する環境にあわせて，企業がも
つ資源を有利に運用して経営をしていくことをい
う（Chambers［1966］ p.190）．企業は任意に設立
される実体であり，人々が自らの財を投資するこ
とで生まれるものである．企業の代表的な形態が
株式会社であり，以下，本稿で取りあげる企業は
株式会社のことをさすものとする．
　企業には，企業に財を投資する人，金融機関，
労働者，仕入先，得意先といったような参加者が
存在し，企業は彼らとのかかわりの中で活動を営
んでいる．チェンバースは企業に財を投資する人
のことを企業の構成員とよんでおり，「9.12企業の
構成員は，企業の残余持分と引き換えに個人資産
を売却する人である（彼らは企業の残余持分の保
有者である）」（Chambers［1966］ p.215）と定義し
ている．企業の構成員は，企業の設立，企業設立
の時期，企業の成長，企業の解散といったような
事柄を決定する役割をもつ．ここで，彼らが自ら
の財を企業に投資するのは，それによって将来得
られると期待される満足が，現在財を消費するこ
とで得られる満足を越えると考えられるからであ
る．企業の目標は，すべての参加者11）に対して，
他の組織に参加するよりも大きな満足を与えるこ
とにある（Chambers［1966］ pp.186－187）．
　これらの内容に関する命題群をまとめると，次
のようになる．企業は適応を目指す実体であり，
企業の参加者とのかかわりの中で経営されている．
企業の目標は，すべての参加者に満足を与えるこ
とである（Chambers［1966］ p.215）．
　企業が適応性のある実体であり，その目標が参
加者に対して満足を与えることなのは，企業が人
間の集団だからである．なぜなら，人間は環境に
適応しながらよりよい状態を目指して行動するも
のであり，その集団もまた，同様に行動するもの
だからである．この結論は，先の現実世界の観察
から得た基礎的前提から導出されている．チェン
バースは現実世界の観察から実体としての人間を
定義し，人間の集団が構成する組織の 1 つが企業
であるとして，企業に関する命題を導出したので
ある．
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4 　企業の会計
　チェンバースは上述した家長の例による財政状
態の計算を発展させ，企業の会計12）を説明してい
る．企業の会計では一般物価変動と個別価格変動
が考慮されており，これは売却時価会計の特徴的
な点である．これらの変動によって貨幣その他の
資産の保有において影響が生じるために，計算に
加える必要があるのである．
　実体としての企業および企業の構成員は，短期
的な投資について意思決定をするにあたり，企業
の現在の財政状態を知っている必要がある．企業
の財政状態を知ることができれば，企業がどのよ
うな成果をあげたのか，また企業がどのような状
況におかれているのかが明らかになる．そのよう
な情報を知ることができれば，その情報を基礎と
して，投資意思決定の継続もしくは変更が可能と
なるのである（Chambers［1966］ pp.220－221）．
　企業の財政状態に関する情報は，ある期間にお
ける財務的記録であるといえる．これは，ある時
点における財政状態および，ある期間における財
政状態の変化の割合を記録したものである．チェ
ンバースは財政状態の測定について，ある企業を
例にあげて説明しているので，本稿でもこれに倣
って説明することとする（Chambers［1966］ pp.224
－226）．
　ここで想定する企業は，資産として，現金，受
取勘定，短期性の在庫品（販売ないし加工される
予定の物品），耐久性の在庫品（工場設備）を保有
し，持分として負債（支払勘定）と残余持分をか
かえている企業であるとする．数式を用いて説明す
るにあたり，便宜上，記号を次のように定義する．
M：正味貨幣性資産の測定値（負債控除後），N：
短期性および耐久性の在庫品（非貨幣性資産）
の測定値，R：残余持分の測定値， p：一般物価
水準の変動割合，q：個別価格水準の変動割合
　まず，一般物価変動および個別価格変動が存在
しない場合の期間測定について考える．その場合
の t 0時点における財政状態は，次の等式で表すこ
とができる．
M0＋N0＝R0 （ 7 式）
　そして，企業構成員による新規の拠出または資
金の回収を考慮しないものとするならば，（t0，t1）
の期間における利益は次の等式で表すことができ
る．
（M1－M0）＋（N1－N0）＝（R1－R0） （ 8 式）
　ここで，一般物価変動がある場合の期間測定に
ついて考える．ここでは， 2 つの決算日（t0，t1）
の期間に取引が一切なかったと仮定し，M，N，R
の測定値はすべて t 0時点の値であるとする．その
場合の t0時点における財政状態は，次の等式で表
すことができる．
M＋N＝R （ 9 式）
　（ 9 式）のすべての項目に（1＋p）を乗じると，
次のようになる．
M（1＋p）＋N（1＋p）＝R（1＋p） （10式）
　（10式）を整理すると，次のようになる．保有し
ている貨幣性資産の額面は同様であるはずなので，
Mp を右辺に移項している．
M＋N（1＋p）＝R（1＋p）－Mp （11式）
　物価水準が（p ＞ 0 ）だけ上昇し，非貨幣性資
産の価格が同じ割合で上昇するとすれば，（ 9 式）
よりも（11式）の方が大きな貨幣額で表される．
しかし，（11式）では物価水準 p 1で貨幣額が解釈
されるので，t0時点に比べて購買力が増加したこ
とにはならない．
　次に，個別価格のみが変動する場合を考える．
ここでは，一般物価水準は変動しないものとする．
その場合の t 0時点における財政状態が（10式）と
同様であるとすると，t 1時点における財政状態は
次の等式で表すことができる．
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M＋N（1＋q）＝R＋Nq （12式）
　（q＞ 0 ）の場合，Nqだけ企業の購買力が増加し
たことになる．チェンバースによれば，q は 1 つ
の尺度による測定値を他の尺度による測定値へと
換算するための手段ではなく，同一の尺度で測定
された増分を生み出すものであるという．
　（12式）までの内容をふまえて，一般物価変動と
個別価格変動が両方存在する場合を考える．t0時
点における財政状態が（10式）と同様であるとす
ると，t 1時点における財政状態は（11式）と同様
に表すことができる13）．ここで，N の個別価格が
変動した場合，その影響を数式に反映させる必要
が生じる．すなわち，一般物価水準が 1＋p: 1 の割
合で変動し，非貨幣性資産の価格が 1＋q: 1 の割合
で上昇しているとするならば，p と q の影響の差
が個別価格変動の影響分となる．これを数式で表
すと，次のようになる．
M（1＋p）＋N｛（1＋p）＋（q－p）｝＝ 
R（1＋p）＋N（q－p） （13式）
　さらに式を簡単にすると，次のようになる．
M（1＋p）＋N（1＋q）＝R（1＋p）＋N（q－p） 
 （14式）
　（14式）には，一般物価変動と個別価格変動の両
方の影響が反映されている．しかし，右辺の R（1
＋p）＋N（q－p）をそのまま利益とすることはでき
ない．なぜなら，（10式）および（11式）の左辺に
ある Mp を右辺に移項しなければならないからで
ある．先に仮定したように，（t0，t1）の 2 つの時
点において資産の保有分は同一である．すなわち，
正味貨幣性資産を表すMは同一の貨幣額面である
のだから，Mp の変動分は右辺の購買力に影響を
与えるものであるということになり，右辺に移項
しておく必要が生じる．このような操作を（14式）
に加えると，次のようになる．
M＋N（1＋q）＝R（1＋p）＋N（q－p）－Mp 
 （15式）
　（11式）において確認したように，右辺の R（1
＋p）の部分には，購買力の増加が反映されていな
い．これは（15式）においても同様である．資本
を新しい尺度によって測定することにより，資本
の維持を図った上で利益の測定を試みているので
ある．したがって，一般物価変動と個別価格変動
の両方の影響を反映した利益は，N（q－p）－Mpと
なる．
Ⅵ 仮説演繹体系の検討
　本章では，これまでの内容をふまえて，
Chambers ［1966］の論理展開の妥当性および仮説
演繹体系の意義について検討する．
1 　論理展開の妥当性
　Chambers［1966］は，青写真において構想した
理論の集大成である．その点について，Chambers
［1966］が青写真からの正統な発展をみているのか
について検討してみたい．そのために Chambers
［1966］の命題群で述べられている内容について，
2 章で行った筆者の区分ごとに簡単にまとめると，
次のようになる．
　1. から4. までが，現実世界における実体に関す
る命題群である．現実世界における実体として人
間を想定し，人間が自らの生存を確保するために
行う意思決定と，その意思決定に伴う行動につい
て検討している．人間がどのように情報を集め，
利用し，意思決定を行い，そしてどのような方向
へ行動するのかに焦点をあてている．
　5.から10.までが，実体を描写する会計に関する
命題群である．人間は最適な行動のために貨幣額
による自らの情報を必要とするという前提に立ち，
その情報を会計によってどのように提供するかに
ついて検討している．会計がどのような情報をど
のように記録し，そしてどのように伝達するのか
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に焦点をあてている．
　11. から13. までが，実際に会計が適用される実
体に関する命題群である．1.から10.までの内容を
前提として，人間の集合である様々な実体に対し，
それぞれどのように会計が適用されるかについて
検討している．これまでの諸章で述べられた命題
群がすべての実体にとって共通の普遍的な前提で
あるとして，会計が提供する情報が，実体やその
利害関係者のそれぞれにとって，どのように適合
性をもつのかに焦点をあてている．
　青写真の 4 つの命題は，⒜実体の存在に関する
命題，⒝実体の合理的経営に関する命題，⒞貨幣
表示の計算書に関する命題，⒟会計をサービス機
能と規定する命題であった．Chambers［1966］の
命題群のうち，1. から4. までを現実世界における
実体に関する命題群，5.から10.までを実体を描写
する会計に関する命題群，11. から13. までを個別
の実体に関する命題群であると捉えれば，青写真
における⒜と⒝の命題は1. から4. に，⒞と⒟の命
題は5.から10.に相当するといえる．11.から13.の
命題群は本稿では取りあげていないが，1. から
10.の内容を前提として個別の実体について詳述し
ている命題群であることを考えれば，青写真にお
ける⒜と⒝の命題からの流れで展開されていると
いえる．このようにみれば，Chambers［1966］の
命題群は，青写真の 4 つの命題のそれぞれに関す
る内容をさらに発展させ充実させたものであると
みることができる．したがって，Chambers［1966］
は，チェンバース自身が述べているように，青写
真からの正統な発展であると捉えることができる．
　続いて，Chambers［1966］の命題群による命題
体系を 1 つの理論としてみたときに，その論理展
開が妥当であるのかを検討してみたい．上述した
ように，チェンバースは仮説演繹法によって
CoCoAの理論を構築している．仮説演繹法は，現
実世界における経験的事象の観察を基礎として，
推測，観察，検証を積み重ねて理論を構築する方
法論であった．
　まず，1. から4. に相当する現実世界の観察から
の基礎的前提の妥当性であるが，これについては
異論を挟むことは難しいと思われる．人間の行動，
目的，環境といった普遍的な事象の観察であるた
め，心理的にも受け入れやすい命題体系となって
いる．適合性のある測定基礎として現在現金等価
額があげられるまでの論理展開についても，人間
の最適適応に関する前提をふまえており，妥当で
あると思われる．
　続いて，5.から10.に相当する実体に関する基礎
的前提から展開した会計の役割やあり方に関する
命題の妥当性であるが，こちらについても妥当で
あると思われる．会計の領域では，会計を用いる
ことについて理由づけがなされることは珍しいが，
CoCoAでは人間（とその集合）という実体の必要
性から，会計を用いる必要性が述べられている．
この点は，会計以外の領域と会計をつなげている
という意味で特筆すべき点である．
　現在現金等価額により企業の 2 時点間の財政状
態を明らかにする測定の妥当性についても，家長
という企業より単純な実体の例からの発展として，
違和感のないものとなっている14）．一般物価変動
と個別価格変動の要素を取り入れているのは売却
時価会計の特徴であり，それらの変動にあわせた
調整により，実体がもつ現在の貨幣購買力を表示
するという目的を達成できている．
　このように，現実世界の観察から基礎的前提を
導出し，会計の定義を決定するところまでは，論
理展開が首尾一貫している．しかし，CoCoAによ
って提供される情報が，本当に理論が想定するも
のであるのかどうかについては，検討が必要であ
ると思われる．チェンバースは Chambers［1966］
において，測定基礎として現在現金等価額を用い
ることを推奨しているが，現在現金等価額を得ら
れない財について，その近似値を求めるために取
替価格を用いることを認めている．この点につい
て，仮説演繹法の適用により適合性をもつ測定基
礎が 1 つに定まったにもかかわらず，便宜上とは
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いえ，複数の測定基礎を用いることになってしま
っているのである．このような点をふまえて，今
後，CoCoAの計算構造について改めて検討してみ
たい．
　1950年代から Chambers［1966］以降の業績
（Chambers［1980］など）に至るまでのチェンバ
ースの業績をみると，測定基礎を含む計算構造の
考え方に変化がみられる．その過程でチェンバー
スは，現在現金等価額およびCoCoAの計算構造に
関する議論をより洗練させており，他の会計シス
テムとの比較検討を行っている．したがって，
CoCoA の計算構造について検討するには，
Chambers［1966］とあわせてそれらの業績を取り
あげることが必要である．
　また，Chambers［1966］の命題体系では，基礎
的前提を現実世界の観察により導出しているが，
基礎的前提の区別に問題があると思われる．チェ
ンバースは基礎的前提から結論を導出することで
命題体系として理論を構築しており，それぞれの
命題間の相互関係を命題番号で示している．命題
番号により，前提と結論の関係性は明確に示され
ている．しかし，前提について，チェンバースは
仮定，公準，定義を明確に区別して示しておらず，
そこに不明瞭な点がある．命題の記述方法が結論
とそれ以外でしか区別されていないので，
Chambers［1966］の読者からみて，仮定，公準，
定義の区別ができないのである．ただし，結論の
導出による理論構築という観点からみれば，記述
に不足はないといえる．
2 　仮説演繹体系の意義
　上述したように，チェンバースは会計の定義を
「4.42会計とは，市場における将来行動のための指
標としての継続的な財務情報源の提供を目的とし
た，回顧的かつ現在的な貨幣計算の方法」
（Chambers［1966］ p.102）であると述べた．仮説
演繹法により現実世界の基礎的前提に基づいて会
計の定義を導出したことで，会計の役割およびあ
り方を会計以外の論拠によって決定することがで
きたのである．すなわち，CoCoAの仮説演繹体系
には，会計の定義を会計以外の領域から決定でき
ているという点に意義を見出すことができる．
　これに関連して，情報提供システムとしての
CoCoAは，会計を実体とは独立した機構として考
えている点が興味深い．会計を実体や利害関係者
とは独立した立場にある情報提供システムとして
位置付けたことで，あらゆる情報利用者に対して，
等しく役立つ基礎が形成されているのである．こ
の基礎に基づいて個別の実体に関する命題を加え
ることで，実体それぞれに適合する会計システム
が完成することが期待される．
　また，CoCoAが提供する現在現金等価額による
財政状態に関する情報が適合性をもつ論拠は，市
場における実体の最適適応行動に求められる．こ
の論理展開には，会計理論において測定基礎を決
定するための重要な示唆がある．それは，会計理
論において測定基礎を決定する論拠は，会計それ
自体の議論からは導出されないということである．
慣習や実行可能性に囚われることなく，会計の外
から理論的基礎となる命題を導出することで，理
論的な背景に基づいて測定基礎を決定することが
できる．これは，単なる各測定基礎の比較検討に
よる取捨選択とはまったく異なるアプローチであ
る．すなわち，CoCoAは単なる売却時価会計の理
論ではなく，仮説演繹法による会計理論と捉える
べきである．特に，最適な測定基礎を決定するた
めの論拠の導出には方法論が重要であることを示
したという点に，意義を見出すことができる．
Ⅶ お わ り に
　本稿では，青写真における問題意識と構想をふ
まえて，Chambers［1966］における命題体系の構
造を整理し，その内容について検討を行った．青
写真では，会計理論の構想として，会計理論の基
礎的前提である 4 つの命題が示された．そして
Chambers［1966］に至り，14の群からなる427の
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命題によってCoCoAが完成した．その命題体系と
論理展開は，命題同士が相互に結びつき，一貫性
のあるものであった．
　CoCoAの命題体系は，その導出過程を次のよう
に表現できる．まず実体の性質，行動および環境
の定義を現実世界の観察から行い，続いて会計シ
ステムに関する命題を導出し，最後に会計システ
ムの実体へのあてはまりをみる．これらは順に導
出されており，命題同士のつながりが明確に示さ
れている．
　青写真をふまえて Chambers［1966］をみると，
命題それぞれの内容が肉付けされていることがわ
かる．Chambers［1966］では，現実世界における
人間の議論から始めることにより，実体の行動目
的や必要とする情報を明確にすることに成功して
いる．そして，それらを前提として会計の定義を
導出することにより，会計を情報提供システムと
して位置付け，情報利用者すべてに共通して適合
性をもつ情報として現在現金等価額による財政状
態を主張した．
　CoCoAは，仮説演繹法により構築した命題体系
を理論的背景として，現在現金等価額による財政
状態に関する情報を提供する会計理論である．そ
の特徴は，基礎的前提から結論が導出される過程
における首尾一貫性であり，会計の理論的背景を
会計以外の領域における前提に依拠している点に
ある．科学的方法論を適用することで新たな姿勢
を示したCoCoAは，今後，会計をどのような方向
性で議論していくべきかを示唆してくれる理論で
あるといえる．
1） 売却時価会計を提唱した会計学者として，他にス
ターリング（R. R. Sterling）が有名である．彼は会
計に科学的方法論を適用して命題体系を構築したと
いう点で，チェンバースと共通点がある．代表的な
著作として，Sterling［1970］および Sterling［1979］
があげられる．
2） Chambers［1966］の段階では，チェンバースが自
身の会計理論をこの名称で表現していないが，本稿
ではChambers［1966］以降のチェンバースの継続時
価会計をこの名称で表現する．
3） 最適適応は，完全な満足の状態や，さらなる行動
の必要がない休息状態を意味しない．それは，ある
1 つの目的を達成することは，他の目的を達成する
ための手段であるとみなせるからである（Chambers
［1966］ p. 44）．
4） Chambers［1966］における議論では，人間は慎重
な行動をとるものであり，すべての行動が合理的で
あるとされている（Chambers［1966］ p. 45）．
5） 犠牲は，目的に対して与えられた価値の指標であ
る（Chambers［1966］ p. 41）．
6） 行動者がもつ手段とは，緊張を取り除く力をもつ
稀少財のことである．財の効用（utility）の大小は，
その財が緊張を取り除く力をどれだけもっているか
によって決まる．効用の大小は，目的，すなわち取
り除くべき緊張との関連で捉えられるものであり，
相対的なものであるといえる（Chambers［1966］ 
pp. 46－47）．
7） チェンバースは貨幣の意義について，「貨幣の意義
は，貨幣の所有者が，保持している金額の範囲内ま
でであれば，望むだけの量の財と貨幣を交換するこ
とができるという事実に存在する．貨幣は，市場に
おける財および用役一般に対する支配を表すもので
あり，それは一般購買力（general purchasing power）
であるといえる」（Chambers［1966］ p. 70）と述べて
いる．
8） チェンバースは将来の計算が有用でないとまでい
っているわけではなく，ある提案された行動につい
て，予測された結果および将来の状態が，過去の結
果および現在の状態に匹敵するかどうかを発見する
目的があると述べている．他方，過去の計算は，過
去の行動について，初めに期待されたのと同程度の
結果および現在の状態がもたらされたかどうかを発
見する目的がある（Chambers［1966］ pp. 97－98）．
9） チェンバースは測定（measurement）を次のよう
に定義している．「4.31測定とは，測定する属性，使
用する尺度，単位の次元に従って，対象および事象
に数を割り当てることである．」（Chambers［1966］ 
p. 101）
10） ここで家長が例としてあげられているのは，家長
が人間という実体の延長だからであると考えられる．
チェンバースは後の章において，株式会社や政府と
いった実体それぞれの考察を行っている．
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11） 企業の参加者は，次のように定義されている．
「9.13企業の参加者は，その企業が興味の対象となっ
ているようなすべての人のことである（参加者には
たとえば，企業の構成員，金融機関，労働者，仕入
先，顧客などがある）．」（Chambers［1966］ p. 215）
12） ここで対象となる実体は，「市場における需要，影
響，選択基準に従って，財産権を対象とする貨幣や
貨幣以外の他の手段を得たり処分したりする実体で
ある」（Chambers［1966］ p. 186）とされ，そのような
実体をチェンバースは企業（firm）と表現している．
13） チェンバースは一般物価変動と個別価格変動が両
方存在する場合の例について， 2 種類の財を想定し
た式で説明しているが，本稿では 1 種類の財を想定
して説明する．
14） ただし本稿では，たとえばのれんのような資産の
扱いが適切かどうか，また作成される財務諸表はど
のようなものか，といったような問題には深く立ち
入っていないので，これらの点については今後の検
討が必要である．
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